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要旨： 

これまで、アライアンス研究においては、アライアンス成立のマッチングのメカニズムを表現す

る数理モデルが存在しなかった。そのため、2 社間の関係性を数値として把握できなかった。資

源ベース理論をもとにして、すでに構築した相互補完数理モデルをさらに発展させ、営業展開を

しているエリアについて、加算モデルとして追加し、また、アライアンスや事業への意欲につい

ては、相乗モデルとして追加した。提案するモデルは、プログラミング言語で実装し、実際に 152

社の企業データにて係数を算出し、機能することを確認した。これにより、2 社間のアライアン

ス成立の関係性を演算可能にした。提案するモデルは、ユーザーが自由にパラメーター数や評点

付け、重み付け等を変更できるフレキシブルなモデルとなっている。
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Ⅰ．はじめに 

これまで、企業間のアライアンス1研究にお

いては、2 社間のアライアンスの成立の関係性

を表す数理モデルが存在していなかった。 

冨田・武藤[2015]では、2008 年 5 月～2015

年 3 月までの約 7 年間で 152 社の筆者のコン

サルティング先企業データ2を用いて、アライ

アンスの相互補完数理モデルが提案されてい

る。これにより、アライアンス成立の 2 社間の

関係性を示す数理モデルが初めて提示され、関

係性を数値として演算可能となった。 

しかしながら、営業エリアが異なる企業間の

アライアンスは、相互補完モデルでは記述する

ことができず、また、意欲（やる気）があるか

否かが加味されていなかった。 

本稿では、冨田・武藤[2015]で提案された相

互補完数理モデルに、オプションとして、営業

エリアの加算モデルと、意欲の度合いの重みを

加味した相乗モデルを追加し、提案された数理

モデルが、さらに発展可能なフレキシブルなも

のであることを示す。 

本稿での相互補完・加算・相乗モデルについ

ても、オープンソースのPython言語で実装し、

筆者の有する企業データを用いて、モデルが機

能することを確認した。 

本稿は、アライアンスの仲介者のコンサルタ

ントが頭の中で行っているマッチングのメカ

ニズムを数学的に表現し、演算可能にすること

が目的である。ここで用いた企業データはあく

まで一例であり、このデータをもって、実証す

るものではない。 

提案するモデル構築の研究の進展は、実務・

研究の両面での貢献があり、わが国におけるア

ライアンスによる新規事業立ち上げの促進、強

いては、日本経済の活性化に寄与するものと考

える。 

 

Ⅱ．先行研究のレビュー 

1．経営学・経済学の系譜の中でのアライアン

ス研究の発展経緯  

Hamel and Prahalad[1994]にて、「アライア

ンスが必要になる最も明白な理由は、新製品や

新サービスを生むのに必要な経営資源をすべ

て取り揃えている企業など 1 社たりとて存在

しないという事実である」とされており、また、

その有用性として、①経営資源を補う、②成功

を早める、③パートナー企業同士でリスクを共

有し合うことにあるとされている。それらは、

冨田[2014]においても、踏襲・発展されている。 

ア ラ イ ア ン ス 研 究 は 、 Yoshino and 

Rangan[1995]において、初めて包括的にアラ

イアンスの形態の類型・分類・定義付けがなさ

れ、ライバル企業と競合しすぎることを避ける

観点からの戦略的提携の理論としても、

Hamel、Prahalad and Doz[1989]を起点とし

て発展してきている。アライアンス研究の概観

については安田[2006、2010]や、米倉[2012]、

中村[2013]、湯川[2013]、石井[2003]にてまと

められているように、アライアンス研究は、経

営学の理論の発展の延長戦上だけでなく、経済

学の理論研究の発展の延長戦上にも位置付け

られる。 

経済学のミクロ経済学の応用として、取引コ

スト理論3や、相手となる企業との関係性を検

討するゲーム理論4といったフレームワークが

ある。 

経営学の系譜としては、Wernerfelt[1984]

及びBarney[1991]を起点として提示された資

源ベース理論（Resource-Based View、RBV）

がある。これは、企業の持続的な競争優位性の

源泉は、経営資源にあるとしている。 

その後、資源ベース理論は、アライアンス研

究に取り入れられてきている。アライアンス研

究における資源ベース理論に基づく先行研究

としては、Das and Teng[1998a、2000]が中心

的なものなっている。これらでは、経営資源の
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模倣困難性、移動困難性、代替困難性の観点か

らアライアンスをする企業間の関係性が検討

されている。 

その他、Hamel and Doz[1989]でアライアン

スは学習することが目的と主張されているよ

うに、組織学習アプローチの面からの研究がな

されてきている。 

 

2.本研究の根拠となる理論フレームワーク 

筆者は、企業の競争優位性の源泉は、企業内

部の経営資源に依存しており、また、経営資源

の獲得のために、企業はアライアンスを行う5

と考えることが適切であると考えるため、すで

にアライアンス研究に取り入れられている資

源ベース理論6をベースとなる理論としている。 

Das and Teng[1998a]では、戦略的提携にお

ける財務、技術、物質、管理の 4 つの資源を協

調的に調整する観点での検討が、アライアンス

の形態やリスク・リターンの関係などについて

なされており、Das and Teng[2000]では、資

源の類似性と資源の活用という 2 軸に基づく

アライアンスのパートナー間の資源連携の調

整が補強、余剰、補完、無駄の 4 つのタイプで

検討されている。 

その発展として、安田[2006、2010]では、

RBV のフレームワークを簡素化し、経営資源

の種類、すなわち①技術資源、②販売資源、③

生産資源、④人材資源、⑤資金資源の 5 つの経

営資源の集合体が企業であり、それらの経営資

源の交換がアライアンスであると述べている。 

本研究では、この安田[2006、2010]でのア

ライアンスの資源ベース理論に基づくフレー

ムワーク7として適用し、そのフレームワーク

を発展させて、マッチング段階でのアライアン

ス成立のメカニズムを表現する数理モデルを

構築する8。 

資源ベース理論以外のアライアンス研究の

基礎理論である取引コスト理論は、アライアン

スの形成の静観的に現象を捉えているだけで

あり、ダイナミックに企業と企業がどのように

結びつくのかを説明しきれていないため、採用

しない。 

また、ゲーム理論は、アライアンス先企業が

すでに見えており、戦略的提携の相手先がいく

つかに絞られて特定している段階での企業間

の関係性を分析したものとなっていため、アラ

イアンス候補先を探索する段階での理論背景

としては適さないため、採用しない。 

さらには、Das and Teng[2002]のように、

企業が束なってグループとなることによって、

非経済的なものが交換される観点での社会的

交換理論があるが、本稿では、経済的なものを

交換し、事業展開上のメリットを得ることを研

究対象としているため、社会的交換理論は、本

研究のメインの理論とはならない。 

本稿では、冨田・武藤[2015]及び Tomita 

andTakefuji[2016] での強み・弱みの 8 つの特

徴での相互補完関係 9の評点付けを用いている。  

それらの評点付けの項目の選定においても、

安田[2006、2010]の資源ベース理論に基づく

フレームワーク、すなわち、営業力、技術力、

生産力、資金力、人材の 5 つをベースとしてい

る 10。 

その5つに加え、Das and Teng[1998b]にて、

信用の重要性が述べられているため、信用・ブ

ランドを追加しており、また、アライアンスは

新規事業立ち上げを目的として行われること

が多いため、事業シーズとなるアイディアを生

み出す力（アイディア力）も追加した。さらに

は、Hamel and Prahalad[1994]で述べられて

いるように、アライアンスは事業展開のスピー

ドアップを目的の一つとしているため、組織と

しての機動性の度合いを追加した。これにより、

合計 8 つの特徴による強み・弱みの評価を行っ

ている。 
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3.マッチングの段階に研究を拡大 

これまでのアライアンスの研究は、アライア

ンス成立後の関係調整、契約内容の設定や契約

の解消、成果の評価などが中心となっている。

代表的なものとしては、安田[2006、2010、

2015]、元橋[2014]、Doz and Hamel[1998]、

Bamford et al.[2003]、Tjemkes et al.[2012]

である。これらの研究では、アライアンスの相

手先企業が見えた後のアライアンスの形態、契

約条項の決め方、協業の仕方、アライアンスの

管理などが研究対象となっている。 

加えて、相手先企業が見えた段階の買収か提

携かの手法の選択の研究として Dye 、

Prashant Kale、and Singh[2004]があり、ま

た、アライアンス実施後のアライアンスの撤収

については Ernst and Bamford[2005]、アラ

イアンスの管理については Kaplan、Norton、

and Rugelsjoen[2009]がある。 

本稿では、それらのアライアンスの相手先が

見えている段階やアライアンスの実施後では

なく、最初のマッチングの部分、つまり、不特

定多数の企業が存在する中で、企業と企業がア

ライアンスをすることに意義を見つけ出し、2

社の企業がアライアンスの実行に向けて結び

付き始める段階の成立メカニズムを明らかに

することを研究のメイン対象としている。 

アライアンスの最初のマッチングの段階を

取り上げたものとしては、Mitsuhashi and 

Greve[2009]が先行研究として存在するが、観

念的な議論だけにとどまっており、マッチング

の成立の数理モデルは提示されていない。 

 

4.計量分析ではなく数理モデルの構築 

アライアンスの統計手法による計量分析は、

アライアンスによる企業価値向上については、

Anand and Khanna [2000]、 Chang, Chen 

and Lai[2008]、アライアンスによるイノベー

ション創出力や製品開発力の強化については、

Kelley and Rice[2002] 、 Lee and Cavusgil 

[2006]、アライアンスによる売上拡大について

は、Leiblein & Reuer [2004]、アライアンス

によるマネジメント能力の向上については、

Rothaermel & Deeds[2006]とったように多数

存在する。 

このように、アライアンス研究においても計

量分析の研究は存在するものの、アライアンス

が成立する際の企業と企業の結びつきがどの

ようなメカニズムで成立しているのかを表す

数理モデルが存在していないため、アライアン

スを行う 2 社の組み合わせを数値で算出する

ことができていない。 

本稿は、統計学に基づいてデータを統計処理

で有意分析などを行うことがテーマではなく、

マッチングのメカニズムを数学的に表現する

モデルを構築・提案することを目的としている。 

 

5.オープン・イノベーション研究との関係 

最後に、本研究は、アライアンス研究の中で

の位置づけは、上述の通りであるが、本研究は、

Chesbrough[2003、2006a、2006b]で提唱され

たオープン・イノベーション（自前主義で、自

社内での研究開発で生み出されたものだけを

経営資源として利用するのではなく、外部企業

が生み出した技術などを取り込んで利用して

いく考え方）の研究の系譜・文脈の中でも捉え

ることができる。清水[2012]及び米倉・清水

[2015]で述べられているような、不特定多数の

企業の中から、自社のアライアンス先として適

合する企業を探索9する際、とりわけ、企業と

企業が出会って、アライアンスに向けて話し合

いをし始めるマッチングの段階に焦点を当て

ている。この文脈における探索コスト10を低減

させるための理論的なモデルとなる。 

 米倉・清水[2015]のオープン・イノベーショ

ンの研究においても、探索コストや「エージェ

ント活用型探索11」について述べられているが、

http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0883902600000537
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マッチングが成立するメカニズムについての

数理モデルは示されていない12。 

米倉・清水[2015]では、中小企業が新しい事

業展開をするにあたって、経営資源の制約が大

きいことが述べられているが13、本研究におい

ては、中小企業も企業データの中に含まれてお

り、中小企業のオープン・イノベーションに関

する研究とも呼べる。 

このように、本研究は、アライアンス研究に

おける資源ベース理論の研究である Das and 

Teng[1998a、2000]及び安田[2006、2010]を発

展させた研究であるととともに、上述のように、

オープン・イノベーション研究の発展上にある

という捉え方もできる。 

 

Ⅲ．対象データの特色と一例としての位置づけ 

データのサンプリングについての記述は、冨

田・武藤[2015]に掲載したため、本稿には重複

して掲載することになる部分を割愛する。ただ

し、本稿で用いた企業データの特色について、

ここで解説しておく。 

 

1．対象データの特色 

当研究で用いた企業データは、筆頭著者が約

7 年間で実際にコンサルティングをした企業

についての一般には公開されていない非公開

のインフォーマル情報を含んでいる点に特色

がある。 

本稿で用いたデータは、コンサルティング先

企業から提出された資料や、ミーティング(経

営者や社員が対象)でのアドバイスで得られた

情報、提携先の紹介・アレンジメントで得られ

た情報などとして把握・収集された情報となっ

ている。単なるアンケート実施の表層的な調査

形態ではなく、論文執筆者自らが事業活動に参

与した参与分析の形態となっている点に特徴

がある。 

また、多くのアライアンスの先行研究が、株

式市場に上場をしているような大手企業を対

象とした研究となっている。たとえば、Doz 

and Hamel[1998]や安田[2006、2010、2015]

も、対象を大手企業14としているが、本稿では

中小企業も対象としていることが特色の一つ

となっている。 

 

2.一つの例としての対象企業データ 

本稿では、まずは自らが有しているデータを

用いて、試行錯誤しながら、モデルを構築し、

そして、提案するモデルを自らが有している企

業データで実際に機能することを確認するこ

とを目指した。そのため、本稿で利用している

筆者のコンサルティング先企業 152 社のデー

タは、モデル構築の検討とその機能の確認のた

めに用いたものであり、あくまで、“one of 

them”の一例としてのデータと捉えることが

適切である。 

 

3．アライアンス成立・不成立のカウントの定

義 

本稿の目的・意義は、アライアンスの初期で

あるマッチングの段階まで、アライアンス研究

を拡大し、その段階でのアライアンス成立のメ

カニズムを数学的に表現し、発展可能なモデル

を提案することにある。 

そのため、本稿におけるアライアンス成立の

定義は、「企業紹介をして、それら 2 社間にて、

事業・サービスの構築や新製品開発、既存事業

の拡大、新規取引（受注・販売）、営業協力・

販売代理などのメリットを感じて、なんらかの

話し合いが前に進んだ場合」と定義し、また、

「まったく前に進まなかった場合」を不成立と

定義した。また、同様に、マッチングとは、「企

業と企業がアライアンスの契約締結や共同で

の事業構築などのために話し合いをし始める

こと」と定義する。 

あくまで、アライアンスの最初の段階である
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マッチングのフェーズを研究しているため、ま

ずは、話し合いが進み始めたか否かで、アライ

アンスの成立をカウントすることした。 

また、日本においては、アライアンスの成

立・推進において、必ずしも、契約締結が行わ

れるとは限らず、口頭での合意やアライアンス

契約ではなく、紹介料やマージン支払などが実

際に発生した時点で契約締結や請求書発行を

する形で進めることもある。日本のビジネス社

会の風土が、米国のような契約主義でないこと

にも考慮して、アライアンスの契約締結をアラ

イアンス成立の要件とはしていない 。 

 

4．アライアンスの組み合わせの範囲の限定  

筆者によるコンサルティングの実務におけ

る企業紹介では、コンサルティング先企業以外  

の企業の中からマッチする企業の紹介も行い、

アライアンスが成立している。 

しかし、コンサルティング先企業 152 社以

外の企業については、公開されている情報及び

ミーティング等において入手した情報がある

ものの、コンサルティング先企業と同じように

評価するだけの正確な情報を入手・整備できな

い状況である。 

それら、情報入手が不完全な企業をデータと

して盛り込むと、本研究の検証結果にゆがみが

生じてしまうため、本稿においては、データを 

正確に取れる 152 社のコンサルティング先企

業同士のアライアンス成立・不成立に限定して

検証した。 

本稿での 152 社の企業データにおけるアラ

イアンス成立の組み合わせは 121 件、アライ

アンス不成立の組み合わせ30件となった。152

社と 152 社の間のすべての組み合わせ 11476

件（152×152-152）についても算出し、比較

対象とした。 

 

Ⅳ．アライアンスの相互補完数理モデルの概要 

本稿は、冨田・武藤[2015]及び Tomita and 

Takefuji[2016]で提案された相互補完モデル

をさらに発展させることを目的としている。冨

田 ・ 武 藤 [2015] 及 び Tomita and 

Takefuji[2016]にて提案された相互補完モデ

ルの概要は次の通りである。 

 

 (1) 相互補完の捉え方と物理モデルの応用 

アライアンス成立の相互補完 のメカニズムを

示す数理モデルを構築するにあたり、物理学の

分野での磁力のスピングラス・モデル（N 極と

S 極が引き合う理論のこと）を応用させた。 

アライアンスの相互補完モデルの考え方とし

ては、ある企業 X 社の弱みを別の企業 Y 社の

強みで補完し、逆に、Y 社の弱みを X 社の  

強みで補完することが基本となり、片方の企業

だけの補完や、両方の補完が小さい場合は、相

互補完の強度は小さいと考え、相互に強みや弱

みを、強く補完し合っている場合には、強い相

互補完だと捉える。つまり、アライアンスの相

互補完は、2 社間の互いに引き合う力に基づく

2 極モデルであると考えられる。 

 

図表 1  2 極の相互補完モデル 

 

 

上記の図表 2 にて、薄いグレーのゾーンは、
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相互補完関係が弱く、アライアンスが成立にし

くい組み合わせとなる。 

 

(2) 企業の強み・弱みの 1 次元行列と 2 極ベ

クトルでの表現 

冨田・武藤[2015]では、より単純化して、4

つの特徴数で説明されているが、ここでは、本

稿の企業データでの実証と同じく、8 つの特徴

数に応用させて解説する。 Tomita and 

Takefuji[2016]では、すでに 8 つの特徴数での

モデルの解説を行っている。 

企業 2 社の相互補完関係は、1 次元行列で表

現できる。X 社と Y 社の強み・弱みを 8 つの

項目で、1 から 5 の評点を付けると、下記のよ

うに表現できる。 

一例としては、 

X 社 x=(1,  4,  5,  2,  5,  1,  3,  2) 

Y 社 y=(4,  1,  1,  3,  1,  5,  3,  1) 

となる。 

その上で、X 社と Y 社の項目ごとに演算（引

き算）した結果の z は、特徴数（項目数）8 つ

の-4～+4 の 2 極ベクトルとして表現できる。 

ｚ=x-y=(-3,  3,  4,  -1,  4,  -4,  0,  1)  

このように、相互補完関係は、各社の強み・

弱みは 1 次元行列、2 社間の相互補完関係は、

2 極のベクトルで表現される。 

 

(3) 最大の相互補完とそこからの距離 

相互補完の強さを表すにあたっては、最大の相

互補完強度の地点からの距離で、その 2 社の企

業間の相互補完強度を表現できる。 

すなわち、特徴数（強み・弱みの評点を付ける

項目の数）8 つで、長さ 0～4 の 2 極ベクトル

では、最大の相互補完は、特徴数 8 のうち、  

特徴数 4 つずつで、最大の長さ 4 となるケー

スとなり、（特徴数 8/2）×最大の長さ 4 で、

(16,-16)となる。 

2 点間の距離 d は、下記で算出される。 

𝑑 = √(𝑎1 − 𝑎2)2 + (𝑏1 − 𝑏2)2 

 

最大の点(16,-16)の相互補完強度は、(0, -0)

から(16, -16)の距離となり、 

 

√(16 − 0)2 + (−16 + 0)2 = 22.63 

 

と計算される。 

2 極の相互補完モデルでは、最大の相互補完

強度の点からの距離で、2 社間の相互補完強度

を表現するため、前述の X 社と Y 社の (+12, 

-8)の相互補完強度は、(16, -16)からの距離とし

て算出することができる。相互補完強度を示す

数値は、最大値から引いて、数値が大きくなれ

ばなるほど、相互補完関係が強くなると表わす

ため、最大の数値からマイナスをして、下記と

なる。 

 

√(16 − 0)2 + (−16 + 0)2

− √(16 − 12)2 + (−16 − (−8))
2

= 13.68 

 

 (4)相互補完強度と相互補完強度係数 

以上、構築してきた相互補完関係を示す通知を

相 互 補 完 強 度 （ 英 語 で は Mutually 

Complementary Strength）と名付け、数式で

表わすと、下記となる。 
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この数値を取り扱いやすいように、0～1 の

間の数字に正規化すると、計算式は、下記とな

り、この式で求められる数値を相互補完強度係

数（英語では Mutually Complementary 

Strength Coefficient）と、冨田・武藤[2015]

で名付けている。Tomita and Takefuji[2016]

では、複数のアライアンス候補先が存在する際

に、この相互補完強度係数を算出することによ

って、最適なアライアンス先企業を選択するこ

とができることが、例とともに、掲載されてい

る。

 

 

 

アライアンス成立・不成立・全体の相互補完

強度係数は、冨田・武藤[2015]の通り、アライ

アンスが成立した組み合わせは、アライアンス

が不成立となった組み合わせよりも、高い相互

補完強度係数となっており、相互補完関係が強

い時に、アライアンスが成立しやすいという仮

説が支持されている。 

 図表 3 では、Python 言語で実装して計算し

た相互補完強度係数について、アライアンス・

成立・不成立の分布を示している（0.01 刻み

で、数値以上～数値未満のレンジで表示）。 

 

 

図表 2 アライアンス成立・不成立の相互補完強度係数 
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また、相互補完強度係数の成立・不成立・全

体の各組み合わせの平均値・最大値・最小値・

中央値・最頻値は、次の図表 4 の通りである。  

いずれの数値においても、成立が不成立より

も大きい数字となっており、不成立は全体より

も小さい数字となっている。ここでの相互補完

強度係数の詳細な検討は、冨田・武藤[2015]

において行われているため、ここでは割愛する。 

 

 

図表 3 相互補完強度係数の成立・不成立・全体の各組み合わせの平均値・最大値・最小値・中

央値・最頻値 
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Ⅳ．アライアンスの相互補完・加算モデルの構築

と実証 

 

1．アライアンスの相互補完数理モデルの未対応

部分 

アライアンスの機能別にみると、冨田[2014]に

示されているように、次の 7 つに分けられる。 

(1)技術開発力(アイディア力)のある企業と営業力

のある企業 

(2)新規事業のシーズ15のある企業とシーズはな

いが資金が余っている企業 

(3)技術系企業16同士の製品開発の技術補完 

(4)開発力のある企業と生産力を持っている企業 

(5)人が余っている企業と人の足りない企業 

(6)営業先が共通の企業同士の営業先の共同利用 

(7)強いエリアが違う企業同士の地域的補完 

冨 田 ・ 武 藤 [2015] 及 び Tomita and 

Takefuji[2016]では、これらのパターンのうちの

(1)～(5)に該当するものをアライアンスの相互補

完数理モデルにて取り扱ったが、本稿では、それ

らの論文で取り扱えなかった(6)及び(7)について

アライアンスの相互補完・加算モデルとして盛り

込むこととし、モデルを発展させる。 

営業力がある・ないについては、相互補完関係

となるが、営業力の特に営業エリアについては、

足し算（加算）と考えられる。そのため、相互補

完モデルには盛り込むことができていなかった。 

 営業エリアが異なる企業同士のアライアンス

は、相互補完のようにも見えるが、地域的な補完

性は、相互補完モデルでの差し引き（引き算）で

はなく、加わっていく足し算となる。 

 アライアンスの相互補完・加算モデルは、図表

5 のように、相互補完モデルに加算モデルを加え

る仕組みとなる。 

 

図表 4 アライアンスの相互補完・加算モデル 

 

 

相互補完モデルまでの段階については、冨田・

武藤[2015]では、152 社の企業についての強み・

弱みの評点付けについては、先に述べたように、

①営業力がある・なし、②技術力がある・なし、

③アイディア力がある・なし、④資金力がある・

なし、⑤人材がいる・いない、⑥ 生産力がある・

なし、⑦ブランド・信用がある・なし、⑧機動的

な組織風土である ・ないという 8 つの項目（特

徴）について、1～5 の 5 段階評価を行っており、

加算モデルの構築においても、後述の相互補完・

加算・相乗モデルにおいても、そのまま踏襲した。 

ここで用いている企業データや評点付けの仕

方については、マッチング数理モデルを構築する

にあたって、データの一例として用いており、こ

の評点付けが実態を表すにあたって、絶対的なも

のではない。 

 

2．日本国内の地域、ネット販売、海外販売 

 本研究で取り上げている152社の企業について、

日本国内において、都道府県を次の 5 つに分け、

各企業が営業展開をしている地域か否かの評価

付けを行った。地域分類は以下となる。①首都圏

（東京、神奈川、埼玉、千葉）、②関西エリア（京

都、大阪、兵庫、奈良、滋賀）、③東海エリア（愛

知、岐阜、静岡、山梨、長野）、④北陸エリア（石

川、福井、富山、新潟）、⑤その他地域（①～④

に含まれていない地域すべて） 。 

 加えて、インターネット販売をしているかどう

かの有無を、152 社について判別をした。インタ

ーネット販売については、Web でのプロモーショ

ンだけでなく、Web 上での受注をしているかどう

かで判断をした。 

 さらに、海外での営業展開をしているか否かで

の判別も行った。海外での営業展開については、

商社等を通じてではなく、直接的に自社で海外営

業をしているか否かで判断をした。 

152 社の企業について、該当するエリアについ
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ては、図表 6 の配分でスコアをカウントした。す

なわち、営業展開をしているエリアは 1、してい

ないエリアは 0 を入れ、1 については、配分され

たスコアが加算されることとした。重なっている

エリアについては、営業力としては割り引くとの

考え方もできるが、やはり、営業力については加

算になるとの考えから、加算されていく形とした。

 

図表 5 営業エリアとインターネット販売の加算スコア 

 

3．加算モデルの評点の付け方 

前述のように、日本国内 5 区分、インターネ

ット販売の有無、海外販売の有無の 7 つの観点

で、そのエリア・手法にて行っているか否かで

区分をしただけでなく、各エリア・手法の重み

付けを行って、相互補完・加算モデルとしての

スコアを付けた。相互補完・加算モデルにおけ

る各エリア及び手法のスコアは、前述の図表 6

の通りである。 

 日本国内については、各エリアの営業エリア

としての重要さをなんらかの形で把握すること

が必要であり、人口や面積などでウエイトを付

けることもできるが、ここでは、内閣府が公表

している県別の県内総生産（名目、平成 24 年度）

を用いて、①～⑤の各地域の重みを算出して、

各地域のスコアを規定した。エリア分けにおい

ては、このたび用いた企業データの中で、営業

展開している企業が少ない北海道や九州は、そ

の他エリアに含めた。逆に、当該データには金

沢など、北陸企業が相対的に多く含まれていた

ため、北陸エリアは、エリア分けにおいて、取

り上げた。また、インターネット販売のスコア

と海外販売のスコアについては、首都圏のスコ

アとのバランスを勘案して、各手法のスコアを

規定した。ここで、ウエイト付けを行いやすく

するため、32.3%、14.8%、13.6％、4.1％、35.2

を割りやすい整数が 4となるため、4 で割って、

ウエイト付けを 1 桁の整数とする丸め計算を便

宜上、行ったことを付記しておく。 

加算モデルにおいて、加算スコアの算出のた

めのベースとするデータを何にするか、各エリ

アの分け方をどのようにするか、ネット販売の

ウエイトを地域エリアとのバランスをどのよう

にするかは、今後、このモデルを利用するユー

ザーが自由に変更・調整可能である。 

 

4．アライアンスの相互補完・加算モデルの数式

化 

このような営業展開しているエリア及び手法

によってスコア付けをしたものを、冨田・武藤

[2015]で提案された相互補完数理モデルに追加

した。 

相互補完モデルへの追加にあたり、相互補完

モデルでの一つの項目に割り当てられている数

値を、最大の相互補完強度を項目数（特徴数）

で割ることで算出し、その一つの項目に割り当

てられた数値の何倍の重みで、加算モデルを相

互補完モデルに追加するかを、ad(w)として規定

することとした 。 

その上で、X 社と Y 社のアライアンスにおい

て、X 社の加算スコア（営業展開エリアのスコ

アのこと）の合計（Σarea(a)）と Y 社の営業展

開エリアのスコアの合計（Σarea(b)）を加算し

た。それを加算スコアの最大値で割り、当該組

み合わせの加算モデルに配分された点数の何％

を、相互補完モデルに足し合わせるのかを計算
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した。 

アライアンスの相互補完・加算モデルの式は

下記となる。この式によって求められる数値を、

アライアンスの加算値と呼ぶこととする。 

 

 

上記の式で求められるアライアンスの加算値

を、相互補完モデルの最大値に加算モデルの最大

値を足し合わせた相互補完・加算モデルの最大値

で割り、0～1 の間の数値となるように正規化した

数値を、アライアンスの加算係数と呼ぶこととす

る。 

アライアンスの加算係数を算出する式は、次の

通りである。 
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たとえば、冒頭の例の X 社と Y 社について、地

域及び手法の評点が下記だったとする。 (首都圏、

関西、東海、北陸、その他、ネット、海外)につい

て、該当すれば 1、該当しなければ 0 と、1 次元

行列にて表示する。 

X 社 (1, 1, 0, 0, 1, 0, 1) 

Y 社 (1, 0, 0, 1, 0, 1, 0) 

各エリアの配分は、（首都圏、関西、東海、北

陸、その他、ネット、海外）= (8, 4, 3, 1, 9, 12, 5) 

であるため、X 社の加算スコアは 26、Y 社の加算

スコアは 21 で、この組み合わせの加算スコアは

47 となる。 

ネット販売を、この加算モデルの構築・算出にお

いて、含めないということもできるが、今日、ネット販

売の能力は、非常に重要になっており、また、この

たびの企業データの中には、ネット販売を得意と

する企業がいくつも含まれていたため、加算スコア

の項目として追加し、相対的に大きめのウエイトと

した。この配点も自由に変更可能である。 

同じく、海外での営業展開も、加算モデルの構

築・算出において含めないということもできるが、昨

今、日本国内市場の成熟化・縮小に伴い、海外で

の販売を伸ばそうとする企業も増えており、その面

で、海外での営業展開をすでに行っているか否か
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は、企業の強み・弱みの判定において、意味があ

ると考え、加算モデルの項目として追加した。削除

して、日本国内だけで検討することも可能である。 

ここでの例としている X 社・Y 加算モデルにお

ける ad(w)を 3 として、加算値を実際に計算する

と、18.43 となる17。また、それを正規化した加

算係数は 0.5924 となる18。 

 

4．152 社の企業データについての演算結果 

 上記の式における ad(w)については、本稿では

3 として、相互補完・加算モデルの数値（ここで

は、加算値と呼ぶ）を Python 言語によって算出

を行った。 

 152 社の企業データにおけるアライアンス成立

の組み合わせ（152 社と 152 社の間にて、121 件

存在）とアライアンス不成立の組み合わせ（同じ

く 30 件存在）のアライアンスの加算係数のグラ

フは、図表 7 である。また、アライアンス成立・

不成立・全体の加算係数の平均値、最大値、最小

値、中央値、最頻値については、図表 8 の通りで

あり、そのグラフは、図表 9 である。 

 

 

図表 6 アライアンス成立・不成立の加算係数の分布 
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図表 7 加算係数の成立・不成立・全体の平均値、中央値、最大値、最小値、最頻値 

 

 

図表 8 加算係数の成立・不成立・全体の比較 

 

 

以上のように、アライアンスの加算係数を算出

することができた。これにより、アライアンスの

相互補完・加算の数理モデルが機能することが確

認できた。 

 相互補完で説明付けられるアライアンスの機

能別パターンだけでなく、営業エリア（インター

ネット販売の有無も含む）の足し合わせとなるア

ライアンス成立のメカニズムを、数理モデルに組

み込むことができた。 

 

Ⅳ．アライアンスの相互補完・加算・相乗モデル

の構築と実証 

 次に、アライアンスによる事業展開に対する意

欲をモデルに取り入れることとする。 

 

1．意欲の重要性と影響 

 筆者は、外部企業とのアライアンスによって新

規事業を立ち上げようとする意欲や、事業を拡大

させようという意欲の強弱によって、アライアン

スによる事業推進がうまくいくかどうかが決ま



 

 

ってくる面があると考える。 

冨 田 ・ 武 藤 [2015] 及 び Tomita and 

Takefuji[2016]で提案されたアライアンスの相互

補完数理モデルでは、意欲19の面が加味されてい

ないが、2 社間において行われるアライアンスに

おいては、その成立に向けて、片方の企業に意欲

があっても、もう一方の企業に意欲がなければ、

アライアンスの成立が難しくなると推測される。

両方の企業に意欲があれば、さらに成立がしやす

くなると推測され、逆に、両方の企業に意欲がな

ければ、アライアンスは成立がさらに困難になる。 

相互補完モデルによる数値（アライアンスの相

互補完強度）に加算モデルの数値（アライアンス

の加算値）を足し合わせたものに、意欲の重みを

かけることにより、意欲に関わる重み付けをアラ

イアンスの数理モデルに取り入れ、アライアンス

の相互補完・加算・相乗モデルを構築する。図に

表わすと図表 10 のようになる。 

 

図表 9 相互補完・加算・相乗モデル 

 

 

2．相乗モデルの評点の付け方 

 152 社の企業について、アライアンスによる新

規事業展開への意欲（売上拡大そのものや外部へ

のアライアンスに対する意欲など、事業への意欲

を総合的に勘案）を 0 点～100 点で、評点を付け

た20。このたびの 152 社の意欲の評点付けの平均

は、62.8 点となっている。 

 その上で、意欲の強弱で 4 割増減する 0.6～1.4

のレンジ（50 点が 1 となる）で、重み付けでの相

乗モデルの追加を行った。その他、それよりも弱

い重み付けである 0.8～1.2 のレンジ、それよりも

強い重み付けである 0.4～1.6 のレンジでの相乗

モデルの追加を行った。 

 

3．相互補完・加算・相乗モデルの一般式 

 相乗モデルについては、アライアンスの相互補

完モデルに加算モデルを足し合わせたものに、重

み付けをかけることになるため、算出する一般的

な数式は次のように表現できる。なお、この式に

よって求められる数値をアライアンスの相乗値

と呼ぶこととする。 

 



 

 

 

 

上記の式で求められるアライアンスの相乗値

を、0～1 の間の数字となるように、相互補完強度

の最大値と加算値の最大値を足し合わせたもの

に、最大の意欲の重み付けである mot(w)をかけ

た数値で割ったものを、アライアンス係数と呼ぶ

こととする。算出式は、次のようになる。 

 



 

 

 

 

 たとえば、前述の X 社と Y 社の例において、各

社の意欲が X 社=90、Y 社=40 とすると、各重み

付けの相乗値を算出すると下記となる。 

 0.8～1.2 の相乗の場合 67.57 

0.6～1.4 の相乗の場合 73.69 

0.4～1.6 の相乗の場合 79.03 

 

 さらに、その相乗値を正規化したアライアンス

係数は、下記となる。 

0.8～1.2 の相乗の場合 0.440 

0.6～1.4 の相乗の場合 0.352 

0.4～1.6 の相乗の場合 0.289 

 

4．152 社の企業データについての演算結果 

 上記の式を、Python 言語で実装して、アライ

アンス係数を算出した。 

0.8～1.2 の相乗のアライアンス成立・不成立の

組み合わせのアライアンス係数のグラフが図表

11 である。アライアンス成立の組み合わせのアラ

イアンス係数は、相対的に高い傾向があり、アラ

イアンス不成立の組み合わせのアライアンス係

数は、相対的に低い傾向があると言える。また、



 

 

重み付けをより強くした 0.6～1.4 の相乗のアラ

イアンス成立・不成立の組み合わせのアライアン

ス係数（図表 12 として掲載）、0.4～1.6 のレンジ

でのアライアンス成立・不成立の組み合わせのア

ライアンス係数（図表 13 として掲載）も同様に

算出した。 

 さらに、0.8～1.2、0.6～1.4、0.4～1.6 の相乗

でのアライアンス成立・不成立のアライアンス係

数の平均・最大値・最小値のまとまたものが、図

表 14 である。アライアンス成立のアライアンス

係数は、どの相乗のパターンにおいても、また、

平均値、最大値、最小値のいずれにおいても、ア

ライアンス不成立のアライアンス係数よりも、高

い数値となっている。相乗の度合いを大きくした

ほうが、アライアンス成立とアライアンス不成立

の割合が大きくなっている。アライアンス成立の

組み合わせの係数の平均値とアライアンスの不

成立の組み合わせの係数の平均値の割合（成立/

不成立）を、成立/不成立比率と呼ぶこととし、こ

の数値がモデルの正当性を評価する指標と言え

る。成立/不成立比率の数値が高いほど、モデルの

正当性が高いとなる。 

 冨田・武藤[2015]で示されたアライアンスの相

互補完数理モデルでのアライアンス成立の相互

補完強度係数の平均値 0.31 とアライアンス不成

立の相互補完強度係数の平均値 0.253 の割合（成

立/不成立）は 1.225 であった。なお、本稿での前

述のアライアンスの相互補完・加算モデルでは、

アライアンス成立の加算係数の平均値 0.319、ア

ライアンス不成立 0.269 の割合（成立/不成立）は

1.186 であった。 

このたび、アライアンス相互補完・加算・相乗

モデルにしたことで、より一層、アライアンス成

立とアライアンス不成立の差が付いている。 

なお、アライアンス係数が低くても、成立して

いる組み合わせがある理由は、本稿の評点付けは

既存事業についての評価であるが、既存事業とは

異なる事業領域・方向性での新規事業立ち上げで

のアライアンスの場合、既存事業の面での評点付

けでは、必ずしもフィットしないためである。他

方、アライアンス係数が高くても、不成立となっ

ている組み合わせがいくつか存在している理由

は、相手の事業や技術の魅力を理解することがで

きなかったり、相性が合わなかったりしたケース

があるためである。これらのことは、今後の研究

課題となる。

  



 

 

図表 10 0.8～1.2 の相乗でのアライアンス成立・不成立のアライアンス係数の分布 

 

 

図表 11 0.6～1.4 の相乗でのアライアンス成立・不成立のアライアンス係数の分布 

 

 

 

 

  



 

 

図表 12 0.4～1.6 の相乗でのアライアンス成立・不成立のアライアンス係数の分布 

 

 

 次に、0.8～1.2、0.6～1.4、0.4～1.6 の相乗で

のアライアンス成立・不成立のアライアンス係数

の平均値、最大値、最小値、最頻値の数値の表に

まとめたものが、図表 14 である。0.8～1.2、0.6

～1.4、0.4～1.6 の相乗モデルでのアライアンス係

数において、いずれも、最頻値が複数出てきてい

る。これは、アライアンス係数の分布が正規分布

でないことを示しており、これは、当該データに

おいて、正規分布を前提とした有意検定などは有

効ではないことを示している。 

 アライアンス係数の平均値の重み付けごとに

グラフにしたものが図表 15 である。相乗モデル

での重み付けにおいては、重みをより大きくかけ

ると、アライアンス係数が下がっていく傾向が見

られる。これは、意欲（やる気）の度合いをパラ

メーターとして追加したことによって、マッチン

グの状況が変化し、重みが強いと、加算モデルま

でよりも、マッチングの強さが低下することを示

している。これは、相乗の要素が加わったことの

影響である。また、アライアンス係数の中央値の

重み付けごとにグラフにしたものが図表 16 であ

る。平均値と同様の変化が見られる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

図表 13 0.8～1.2、0.6～1.4、0.4～1.6 の相乗でのアライアンス成立・不成立のアライアンス係数の平

均値、最大値、最小値、最頻値の数値の表 

 

 

図表 14 アライアンス係数の相乗の重み付けによる平均値の変化のグラフ 

 

 

  



 

 

図表 15 アライアンス係数の相乗の重み付けによる中央値の変化のグラフ 

 

 

  

さらに、0.8～1.2 の相乗での 152 社の企業デー

タのすべての組み合わせ（全体）のアライアンス

係数のグラフが図表 17、0.6～1.4 の相乗での 152

社の企業データのすべての組み合わせ（全体）の

アライアンス係数のグラフが図表 18、0.4～1.6

の相乗での152社の企業データのすべての組み合

わせ（全体）のアライアンス係数のグラフが図表

19 である。 

 意欲の度合いについて、弱い重み付けの 0.8～

1.2 の相乗から、0.6～1.4 の相乗、そして、0.4～

1.6 の相乗へと強い重み付けにすると、分布の山

が左に偏ってきている。これは、意欲が低い企業

の影響がより大きく出てくるものと考えられる。

意欲の平均が 62.8 点（満点 100 点）であったが、

平均に満たない企業で、大きく 1 を下回っていた

企業があったためではないかと推測される。これ

は、たとえば、意欲の評価が 0.8 の企業と意欲の

評価が 1.2 の企業の組み合わせの場合、重みが

0.96 となり、アライアンス係数が下がる方向にな

るためである。 

 なお、ここで、統計学の有意検定を行うことも

検討できるが、これらの係数の分布は、正規分布

ではないため、一般的な有意検定を行うことは適

さないと考えるため、グラフでの視覚的な判断及

び平均値・中央値・最頻値の相乗の重み付けの度

合いでの比較での視覚的な検討に留めることと

する。 

 

 

  



 

 

図表 16 0.8～1.2 の相乗でのすべての組み合わせのアライアンス係数 

 

 

図表 17 0.6～1.4 の相乗でのすべての組み合わせのアライアンス係数 

 

 

 

  



 

 

図表 18 0.4～1.6 の相乗でのすべての組み合わせのアライアンス係数 

 

 

 

Ⅴ．結語 

 

1. 本稿のまとめ 

本稿は、これまでアライアンス研究では十分取

り上げられてこなかったアライアンス成立のマ

ッチングの段階にまで、アライアンス研究を拡大

したこと、そして、そこにおける数理モデルを初

めて構築・提案したことが、本研究の意義及び研

究面の貢献である。今後、このモデルを様々な企

業データや評価方法、重み付けなどで、実証して

みることで、当該分野の研究が促進されるものと

考えられ、その基礎となる理論的な拡大をしたも

のと考える。 

本稿では、まずは、冨田・武藤[2015]で提案さ

れたアライアンスの相互補完数理モデルで盛り

込むことができていなかった営業エリアが足し

算となる観点の加算モデルを追加することがで

きた。Python 言語で実装し、その数理モデルが

機能することが確認できた。これにより、営業エ

リアの加算を数理モデルとして表現し、その数値

（加算値及び加算係数）を算出することが可能と

なった。 

次に、アライアンス成立における双方の企業の

意欲（やる気）の度合いを盛り込むための相乗モ

デルも構築した。これについても、Python 言語

で実装し、アライアンスの相乗値、そして、アラ

イアンス係数を算出した。 

これらにより、筆者が実務的に行ってきたアラ

イアンスの仲介者としての役割・活動を、数学的

に表現し、アライアンス成立の最初のマッチング

の段階のメカニズムを数学的に表現することが

できたものと考える。 

アライアンスが成立する最初のマッチングの

段階の研究が十分なされておらず、かつ、数理モ

デルが存在していないというアライアンス研究

の未整備の部分に取り組み、アライアンスの最初

のマッチング段階まで広げ、企業と企業のアライ

アンスに向けたマッチングがどのような形の時



 

 

に、マッチングが成立しやすいのかを数学的に表

現し、プログラミングで演算可能としたことが当

研究の意義である。 

 

2. 本研究の限界と課題 

本研究の目的・意義は、アライアンスのマッチ

ングの段階の企業と企業の結びつきを数学的に

表現し、演算可能にし、オープンソースのプログ

ラミング言語で実装し、提案することにあったた

め、本稿で取り扱った 152 社の企業データでの検

証結果は、あくまで、一つのサンプルに過ぎない 

 相互補完モデルにおける 8つの項目の設定の仕

方やそれぞれの評点付け、加算モデルにおける地

域区分の仕方や各区分へのスコアの配分、相互補

完モデルへの加算モデルや相乗モデルを追加す

る際の重み付けなどの設定をどのようなにする

のがよいかをさらに検討していく必要がある。 

 さらに、評点付けにおける主観性の問題の解決

のためには、いくつかの方策を取ったものの、相

互補完モデル、加算モデル、相乗モデルの各段階

における評点付けにおいては、完全に主観性を排

除することができていない。 

 

3. 提案したモデルのプログラミングの公開 

今後、ユーザーが様々なデータでモデルを利用

可能とするため、本稿で提案し、Python 言語に

よって実装した数理モデルのプログラミングを、

オープンソースとして、Web 上にて公開する予定

である。 

 今後、様々な企業データでのテストや当該モデ

ルをより実態を正しく表現するためのパラメー

ター調整などを自由にユーザーに行ってもらい

たい。それにより、提案したモデルがさらに発展

することが期待できる。 

 

4. 提案したモデルの今後の発展可能性 

本稿にて提案した数理モデルと Python 言語の

実装を用いて、当研究とは異なる企業データ、た

とえば、株式インデックスの構成する銘柄企業の

データなどで、それら企業のアライアンス係数を

算出し、検証を行うことができる。 

また、本稿で提案した数理モデルは、企業間の

アライアンスの問題だけでなく、新規事業のチー

ムの構築や建設等の現場での作業チームの構築

などの人事の分野、つまり、人と人の組み合わせ

にも適用可能であると考える。 

さらには、国と国の同盟関係についても、各国

の様々な側面について評点付けをすれば、応用可

能である。 

そういった企業間提携以外の分野においても、

本稿で提案した数理モデルが活用・応用されてい

くことが期待でき、発展可能性が大きい。 

 

（注） 

                                                   
1 アライアンス研究の起点となった文献の一つで

ある Yoshino and Rangan[1995]におけるアライ

アンスの定義 、そして、その研究を発展・整理

させた安田[2006、2010]の定義 を踏まえ、筆者

は、アライアンスとは「複数の企業が独立したま

まの状態で、新規事業構築や既存事業の拡大のた

めに各企業が持つ経営資源を提供し合って相互

補完し、契約の締結や資本関係の有無に関わらず、

継続的な協力を行って、その成果を分け合うこと」

と定義づける。 
2 本稿でモデル構築と検証のために用いた企業デ

ータ、すなわち、2008 年 5 月～2015 年 3 月でコ

ンサルティングを行った152社の企業データの概

要は次のようなものとなっている。所在地として

は、東京（23 区）71％、首都圏 13％、非首都圏

（地方）16％、企業規模及び業歴としては、上場

企業（その子会社を含む）13％、業歴の長い中小

企業 40％、業歴の浅いベンチャー企業 47％。業

態としては、自社製品のメーカー17％、受託製

造・加工・施工 35％、販売・営業会社 30％、士

業・コンサルティング 11％、また、IT 系か否か

については、IT 系 40％、非 IT 系 60％。売上高

としては、10 億円未満 78％、10 億円以上 100 億

円未満 15％、100億円以上 7％、社員数としては、

20 名未満 56％、20 名以上 100 名未満 32％、100

名以上 13％。 
3 企業は必要な資源を獲得するにあたって、一般

市場取引をするための手間のコストと、内部化し

て独自に内製で行う場合の必要となるコストの



 

 

                                                                                 

間で、アライアンスをしたほうが最適である点に

おいて、アライアンスを行うと考える理論のこと。

企業は事業活動に必要なものを調達するにあた

り、外部企業と通常の市場取引をするより、アラ

イアンスをしたほうが、コストが安い場合にアラ

イアンスが成立し、さらに進むと内部化される形

になると見る考え方。詳しくは、安田[2006、2010]

を参照。 

4 ミクロ経済学の応用として発達したゲーム理論

における囚人のジレンマやナッシュ均衡といっ

た理論を用いて、議論がなされている。 

5 オープン・イノベーションの研究における清水

[2012]や米倉・清水[2015]、星野達也[2015a、

2015b]でも、同様のことが主張されている。 
6 Das and Teng[1998a、2000]が、その中心であ

る。 
7 Das and Teng[1998a]では、企業のアライアン

ス能力について、物的資源（プロパティ）と知識

ベース（アイディアやスキル）に分けて、説明し

ており、企業組織にアライアンスを受け入れる素

地があるかが重要であることが主張されている

が、これは、本稿で取り上げる相乗モデルでのア

ライアンスに対する意欲（やる気）に関連してい

る。 
8 Gompers and Lerner[2000]において、プリンシ

パル・エージェント理論を用いて、ベンチャーキ

ャピタルと投資先企業の関係、ベンチャーキャピ

タルとファンド出資者の関係が研究されており、

ベンチャーキャピタルが投資先企業の研究がな

されているが、アライアンスを行う企業の当事者

の判断について研究がなされているが、本稿では、

片方側の企業だけでなく、2 社の企業のアライア

ンスのアレンジメントをする仲介者がどのよう

なメカニズムで、組み合わせを行っているかを明

らかにすることも、本研究の意義の一つとなる。 
9 知の探索（エクスプロレーション、Exploration）

と、知の進化（エクスプリテーション、

Exploitation）に大きく分けられ、March[1991]

で研究されている。 
10 アライアンスをする相手先企業を探し出すた

めにかかる費用と筆者は定義する。 
11 コンサルティング会社などの代理人に、アライ

アンスの提携先の探索を依頼する形のことと、米

倉・清水[2015]において紹介・解説されている。

米国オハイオ州に本社を置くナインシグマが代

表例とされ、自社が有する既存ネットワーク以外

に素早くアクセスできることやエージェントが

相手先をスクリーニングするため、信頼性が担保

されることなどがメリットとして挙げられてい

                                                                                 

る。 
12 アライアンスが形成される最初のマッチング

の段階、すなわち、相手先企業を探索している段

階に研究対象を広げるだけでなく、そのマッチン

グの成立確率が高まるように、翻って言えば、ア

ライアンス先の探索コストを低減させることの

寄与するものと考える。 
13 Gomes-Casseres [1997]において、小規模な企

業についてのアライアンスの研究が一部行われ

ている。 

14 株式市場に上場しているような相対的に売上

規模が大きい企業（おおよそ売上 300 億円以上）

と筆者は定義する。 

15 新規事業の事業シーズやアイディア、企画など

を指す。 
16 技術を用いて製品を開発・製造するメーカーや、

技術を競争優位のメインとしている企業のこと

を指す。 

17 加算値 AP の計算は次のようになる。まず、Ⅳ

の相互補完モデルの解説に掲載しているように、

相互補完強度の最大値は、 

sqrt((16-0)^2 + (-16+0)^2) 

で計算でき、正確には 22.627416998 となる。 

四捨五入で 22.63、切り捨てで 22.62 となり、 

この X 社・Y 社の相互補完強度 13.68 となる。 

この相互補完強度 13.68をもとに加算値を計算

することになり、 

例としている X 社、Y 社の地域の評点は、 

X 社 (1, 1, 0, 0, 1, 0, 1) 

Y 社 (1, 0, 0, 1, 0, 1, 0) 

としており、 

地域ごとの配点 (8, 4, 3, 1, 9, 12, 5) と設定して

いるため、X 社=26、Y 社=21 で、加算スコアは

47 になる。 

この加算スコアを、加算モデルの式に当てはめ

ると、 

AP = 13.68 + 22.62/8 * 3 * 47/84 = 13.68 + 4.75 

= 18.43 となる。これによって、加算値が求めら

れる。 
18 加算値の最大値は、 

T(AP)=22.62 + 22.62/8 * 3 * 84/84 = 31.11 

となるため、例の X社・Y 社の加算係数は、

18.43/31.11 = 0.5924 

となる。 
19意欲の中には、売上拡大への意欲、新規事業構

築への意欲、外部とのアライアンスへの意欲とい

った多少異なる角度からの意欲が存在するが、事



 

 

                                                                                 

業展開を前向きに推し進めようとする意欲、特に、

アライアンスによる新事業展開への意欲という

観点をメインに評点付けを行った。 
20 これについても、前述の通り、筆者の所属する

会社の別の者も評価付けを行い、その比較により、

総合的に会社組織として決定した。意欲の評点の

付け方において、バイアスがかかるとの懸念もあ

るだろうが、むしろ、バイアスをかけて評点付け

をしてみることも、今後の研究課題として試して

みることも必要になろう。 
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